


























あり、GHQ内で日本の経済面を管轄した経済科学局（Economic and Scientific Section. 以下、ESS




















































































9  ハワード・B・ショーンバーガー著、宮﨑章訳『占領1945-1952‐戦後日本をつくりあげた 8 人のアメリ
カ人』時事通信社、1994年（原著1989年）、第 6章。































16 同上書、pp. 490-491。引用部分はp. 491。
17 同上書、p. 509。











経済計画委員会の要員となり（また1947年 7 月と 8月時点のGHQ電話帳ではESSの「経済計画担当顧問」
となっている）、1948年 4 月から1950年までESS局長の特別補佐官等を務めており、ESS上層部の一員で
あった。コーヘン前掲書（上）（下）；大畑前掲書、p. 334；Greater Tokyo Area Occupation Forces Telephone 
Directory, July and August 1947, TEL-4/憲政 /5.



















課（Industry Division）原料係（Raw Materials）の係長を勤めていた26。1947年 6 月以降になると、
極東必需品委員会（Far East Requirements Committee）やその後継組織の極東軍配給委員会（Far 
East Command Allocation Committee）の委員長（Executive Chairman）に就いた27。当該委員会は、
ESS局長に直属して日本国内における石炭等の配分先を決定していた重要な組織であり、1947年
後半期のフレイルは、GHQ内における石炭生産・分配の政策形成に関わる主要人物の 1人であっ











25  1946年 6 月頃までの経歴については次を参照。ESS［文面からESSが差出元であろう］to General Whitney, 
“Memorandum,” GS(B)02142; Ormond Freile, “Development of the Japanese Economy since VJ-Day,” 12 March 
1947, the Industrial College of the Armed Forces, National Defense University Library, Digital Collections, http://
digitalndnlibrary.ndn.edu, p. 1（HP閲覧は2009年 6 月11日）．同上文献によれば、フレイルの米軍での当時の
階級は海軍予備役中佐。
26 Tokyo Telephone Directory, September 1946, TEL-3/憲政 /5.
27  大畑前掲書、p.334；Greater Tokyo Area Occupation Forces Telephone Directory, October ‒ December 1947, TEL-
4/憲政 /6.
28  フレイルは1948年 1 月に米国へ出張することになるが、不在中の彼の仕事の割り振りが次のESS行政文書





ESS反トラスト課が作成した「経済集中の除去のための政策と基準」（Policy and Standards for 
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在する経済諸制度に干渉することを最低限にすることで最もうまく成し遂げることができるよう
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に感じられる















30  GHQ電話帳によると、1948年10月 1 日現在版にはフレイルの名が見えるが、次号の1949年 4 月 1 日現在
版では確認できない。Tokyo and Vicinity Telephone Directory, Effective 1 October 1948, TEL-5/憲政 /3; Tokyo 
and Vicinity Telephone Directory, 1 April 1949, TEL/5/憲政 /4. また後に、DRB委員の 1 人W・ハッチンソン
（Walter R. Hutchinson）が1948年12月 7 日に離日してワシントンに出張した際に12月28日付でマーカット
へ送った書簡の中に、「ワシントンに着いた後に私はオーモンド・フレイルとドレイパー陸軍次官に直ち
に連絡を取りました」と記しているし、さらにハッチンソンがドレイパーと会合を持った際にフレイル




31  秦前掲書、pp. 496-497；浅井良夫「戦後為替管理の成立」成城大学経済学会編『成城大学経済研究』第
195号、2012年 1 月、pp. 109-111。
32  O. Freile to General M. F. Marquat, “Document entitled ‘Policy and Standards for Elimination of Economic 
Concentration.’,” 20 October 1947, ESS(D)12976.








構成、（3）集排政策の実施手続き（関連主体の役割）、の 3 点に大別できる。この 3 点に注目し
つつ、以下で 3つの文書を検討しよう。
　まず1947年11月12日付でフレイルは、集排政策を扱う新組織の設立を提言する文書を作成して




































も、フレイルがアダムズと協議の上で要所の指示を出しつつ作成させたのであろう。Greater Tokyo Area 






























36  Third draft, ESS to SCAP, Implementation of the Deconcentration Program,” 13 November 1947, ESS(D)12984. こ






























































になった。まず日本では1947年12月 9 日の第 1 回国会の最終日に集排法が成立し12月18日に公
布・施行されて、集排政策を実行するための国内法の主要な基盤が作られた43。他方で米国にお



















44 三和前掲書、p. 510；シャラー前掲書、pp. 189-190。演説の詳しい内容は次注の資料を参照。
45  グレイは演説本文 6 枚を添え状（陸軍省のレターヘッドが付いた公的なもの）を付けて送っている。
Gordon Gray to MacArthur, 8 January 1948, MacArthur Papers, MMA-3, Roll No. 45.
46 CINCFE to Dept of Army, Z-35674, 17 January 1948, MacArthur Papers, MMA-3, Roll No. 45.
47  1947年 6 月頃から 8 月上旬に関してのESSとGSの折衝については次を参照。Edward C. Welsh, Chief, 
Antitrust and Cartels Division to Colonel Ryder, Deputy Chief of ESS, “Preparation of Proposed HCLC Law,” 4 
August 1947, ESS(D)12977;Howard Meyers, Courts and Law Division to Chief, GS, “Proposed law Extending 









　次に 3者間の協議を具体的に見ておこう。ESSは1947年12月から1948年 1 月初頭に、DRB派遣
要請等の陸軍省宛の電信案を同意を求めてGSへ送ったと見られるが、これについてGSは 1 月
3 日付でコメントを返した。ESSはそのコメントを一部取り入れて、 1月17日付で、改定した電
信案をGSへ送った50。これに関してGSの特別顧問（Special Advisor）F・リゾー（Frank Rizzo. 後
の 2代目GS局長）は、 1月20日付で記録用の覚書を作成している51。リゾーは、ESSの電信案が
「 1 月 3 日付のGSのコメントで提起された多くの改定点を取り入れていて、GSの反対理由のい
くつかを解決しており、そして主要な相違点を減少させている」と好意的に評価しているが、そ
れでも 7 つの大きな相違点が残るとして不満を示している。リゾーが挙げている 7 つの点の内、
直接にDRBに関係しているのは次の 4 点であった。 1 つ目は＜DRBが効率性の点から再編成案























業家 2 人、「政府役人」 2人に変えるよう提案したと証言している。ただし1948年 4 月初旬のことと述べ
ており、時期についての記憶の誤りがあると思われる。コーヘン前掲書（下）、p. 229。
51  前注の資料を参照。リゾーはGS内で集排政策に1946年 8 月頃から継続して主に関わってきた人物の 1人
と推測される。注47で挙げた1947年 8 月付の 2つの資料を参照。
52  リゾーの原文では「Fair Trade Commission」（公正取引委員会の英訳と同じ）となっているが、「Federal 
Trade Commission」の間違いであろう。



































55 W. F. M. to Courtney, 23 January 1948, ESS(B)00926.


























　第 6 部ではDRBの構成等が規定されている。第 3 部と並び 1 月26日付電信の核心と評価でき
る個所なので、以下で全文を引用する。
「 1．特別に選抜される 5 人から成るグループおよび政策形成主体の一員の卓越した人物

















































58  ESS上層部は、おそらく事態が紛糾して遅延することを避けるために、1947年11月から翌 1月末までの間、
ESS反トラスト課に諮らずにDRBに関する政策形成を進めたものと推測される（ESS反トラスト課の関
与を示す資料を現時点までに見つけることができなかった。また、コーヘンはESS反トラスト課長は本件
について何の相談も受けなかった、と証言している。コーヘン前掲書（下）、p. 229）。集排政策を所管す
る当事者を排除したためにかえって、 1月26日付電信にESS反トラスト課の集排政策手続き上の役割に関
する規定を含めることができなかったのだろう。
